
 

令和元年度 足立区地域包括ケアシステム推進会議 

第１回 介護予防・日常生活支援総合事業推進部会 次第 
         （生活支援体制整備事業  第１層協議体） 

 

日 時  令和元年９月２０日（金） 

                          午後２時～４時 

会 場  ギャラクシティ 

 

【報告・検討事項】 

 

１ 部会長あいさつ 

 

 

２ 情報提供 

（１）国の動き 地域包括ケア推進課 伝野             【資料１－１】 

【資料１－２】 

【資料１－３】 

 

（２）２０２０年度からの介護予防事業と生活支援体制整備事業について【資料２】 

 

（３）地域支え合い推進員の役割（１層・２層）           【資料３】 

        基幹地域包括支援センター 結城課長 

 

（４）部会の検討予定内容 

    令和元年度 生活支援体制整備事業 通いの場・居場所づくりの方向性 

    令和２年度 住民主体サービス導入の方向性 

 

３ 検討 

（１）通いの場・居場所づくりの課題整理、優先順位 

 

 

（２）生活支援コーディネーターに期待することは何か  

 

 

 

４ 次回 































































 ２０２０年度からの介護予防事業と生活支援体制整備事業について　資料２

住民主体のもの
ふれあいサロン 等

体操等の
運動を

取り入れたもの

住区センター主催のもの
事業所主催のもの
認知症カフェ 等

＜ 通いの場＞

足立区が目指す通いの場の定義（案）

～運動を取り入れた自主グループの増加を目指す～

・概ね５人以上（研修を受講した介護予防リーダーが属していること）
・原則月２回以上活動があること
・あだち・らくらく体操等の健康運動を３０分程度取り入れること
・自主的、自発的な活動であること
・政治的、宗教的、営利目的の活動でないこと
・参加希望者の制限を行わないこと

【足立区における介護予防事業の目指すかたち】
増加する高齢者が、自身の健康状態、生活状況、価値観にあわせて、介護予防の重要性を認識し継続して取り組める仕組みを構築する。

⇒①自身の健康状態の見える化、②介護予防の自主活動化、③個人でも取り組める介護予防の知識・必要性の定着化

【令和２年度から】
・専門職種（理学療法士会と協働）による測定会の新設 ⇒ 教室に通っても、地域のサロンでも、個人でも、取組み成果を把握しながら継続が可能
・教室への参加を通じ、高齢者を自主グループ等の地域の通いの場に誘導 ⇒  リピーター減少、自立・継続の考え方を多くの高齢者に届ける
・活動の中に体操等の運動を取り入れた、自主グループの増加を目指す ⇒  活動の場を必要とする高齢者の居場所の確保・拡大
・自主グループ立ち上げ後、センターが継続支援を実施 ⇒ 居場所の継続性の確保

他の一般介護予防事業
・はつらつ教室（プール） ・ふれあい遊湯う
・パークで筋トレ ・ウォーキング教室
・住区センターでの介護予防活動

各地域包括で必要と思われる介護予防教室（任意）

はじめての健康運動教室（旧はじめてのらくらく教室）

外部化予定事業（プロポーザル方式）

体力測定会

健康運動アップ教室（自主化プログラム）

介護予防サポーター養成研修

転倒骨折予防口腔栄養教室（旧はつらつ教室）

継続支援

介
護
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防
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出
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介護予防事業 生活支援体制整備事業

２０２５年度に目指すもの

“地域に歩いていける通いの場”がある。

グループの
新規立ち上げ・
既存のグループ

へ案内

教室卒業者を
つなぐ

＜住民主体で支え合う地域づくり＞



地域支え合い推進員の
役割（１層・２層）

２０１９（令和元）年9月10日（金）

介護予防・日常生活支援総合事業推進部会

基幹地域包括支援センター

生活支援体制整備事業

 介護予防・生活支援の基盤整備を推進

 高齢者が介護予防、生活支援、地域づくりを

支える担い手として社会参加し、自主的継続

的に活躍できるような仕組みの構築

⇒「地域支え合い推進員」と「協議体」を設置
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地域支え合い推進員
（生活支援コーディネーター）

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制

整備を推進していくことを目的とし、地域におい

て、生活支援・介護予防サービスの提供体制

の構築に向けたコーディネート機能（主に資源

開発やネットワーク構築の機能）を果たす者。

協議体

市町村が主体となり、各地域における地域支

え合い推進員と生活支援・介護予防サービス

の提供主体等が参画し、定期的な情報共有及

び連携強化の場として、中核となるネットワー

クを「協議体」とする。
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地域支え合い推進員と協議体の役割

１ 地域のニーズと資源の状況の見える化、

問題提起

２ 地縁組織等多様な主体への協力依頼など

の働きかけ

３ 関係者のネットワーク化

４ 目指す地域の姿・方針の共有、意識の統一

５ 生活支援の担い手の養成やサービスの開発

６ ニーズとサービスのマッチング

地域支え合い推進員の活動

資源把握 課題把握

協議体

資源創出

マッチング
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各層の地域支え合い推進員

１ 地域のニーズと資源の状況
の見える化、問題提起

２ 地縁組織等多様な主体への
協力依頼などの働きかけ

３ 関係者のネットワーク化

４ 目指す地域の姿・方針の共有、
意識の統一

５ 生活支援の担い手の養成や
サービスの開発

６ ニーズとサービスのマッチング

第１層
市町村域で①～⑤

第２層
日常生活圏域で
①～⑥

１層地域支え合い推進員（２層バックアップ、高齢者、NPO、子ども等とのネットワーク）

2層地域支え合い推進員（高齢者中心、包括の担当エリアの支援等）

地域支え合い推進員の１層と２層の役割

北部担当 西部担当 東部担当 千住担当 中部担当
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千住男活交流会

俺たちの

俺たちによる

俺たちのための！

だん かつ

地域包括支援センターと地域支え合い推進員

参考事例1

第1回 千住男活交流会
平成30年10月30日

◎参加した６団体の活動紹介

◎グループワーク

・活動紹介を聞いての感想

・これからやってみたいこと

・一緒にやったら面白そうなこと

６団体１７人が参加。
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第2回 千住男活新年会

平成31年1月23日

ダーツやってみよう大会
◎個人戦＆参加団体シャッフルチーム対抗戦

◎第１回交流会後に生まれた交流を紹介

◎懇親会

８団体34名の男性が参加

楽しかったと大盛況でした！

サロン間の親睦・交流が促進され、地域全体の男性の活動の
ネットワークを拡大することができた。

２回の男活交流会を実施した結果・・・

あらためて、参加している

団体がいい団体であると実
感した！

こんなにいろんな活

動があったんだ。誘
い合って参加したい。

ダーツを体験して楽しかった!!

ほかの活動もやってみたい。

デモンストレーションも見てみ
たい。

もっと地域にPRし

たい

もっと交流したい

関心のない人た

ちをどうやって呼
び込もうか

活動の一覧が欲しいな 自由に行き来できるよ
うにしたらいいと思う

効果・成果
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人生ココから見本市について
～退職後の男性シニアが地域で活躍できる仕組みづくり～

人生ココから見本市実行委員会
事務局 東部ブロック地域包括支援センター

参考事例2

14

ＮＰＯ法人 足立ほがらかネットワーク
2009年設立。家事支援や仲間づくりの活動

団塊綾瀬ネットワーク だんだん
2009年設立。子ども対象の工作ボランティア活動

ＮＰＯ法人 ＡＳＣＣ
総合型地域ｸﾗﾌﾞ。ｻｯｶｰ、ﾃﾆｽ、吹き矢など17ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

東部４包括（事務局）
さの、東和、中川、西綾瀬

社協 足立区

実行委員会の発足 H30年8月1日
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介護予防・日常生活支援総合事業推進部会 

資料４ ２０１９０９２０ 

国の動き 

１ 計画 

（１）２０１９年４月～２０２２年３月：全世代が安心できる社会保障制度の構築に向けた改革／２０２２年度以降 

の構造変化を見据え、人生１００年時代において、健康寿命を延ばし高齢者も長く就業できるようにするこ 

とで支え手を増やし、給付と負担のバランスを見直していくことを同時並行で進める 

（２）２０２２年以降：団塊世代が７５歳に入り始める 

（３）２０４０年頃：支え手の減少→高齢化のピークを迎える 

 

２ 経済財政諮問会議 

全世代が安心できる社会保障制度の構築に向けて（平成３０年１０月５日）資料１－１ 

    社会保障改革の推進に向けて（平成３０年４月１２日）資料１－２ 

（１）持続可能な社会保障制度に向けて 

・多様な就労・社会参加・健康寿命の延伸、医療・福祉サービス改革、給付と負担の見直し等、重要業 

績評価指標を掲げ、その進捗を管理すべき 

※参考 足立区 

  介護保険給付費 ３０年度 ５１１億（５年間で８９億増、１．２倍） 

  後期高齢者保険給付費 ７２７億円（５年間で１３８億増、２３．４％増） 

   ：医療費の患者分を除き、保険料約１割、公費約５割、現役世代からの支援金約４割で運営 

    

（２）予防・健康づくりの推進（生活習慣病、認知症予防等への重点的取組） 

  糖尿病、高血圧性疾患等の生活習慣病の重症化予防が大事。栄養指導に反映し、健康予防を効果的 

に推進すべき 

 

（３）効率的な医療介護制度、地域医療構想等の実現 

   ア インセンティブ改革や見える化等の手法を活用 

・ インセンティブ制度として、医療費適正化に努力した自治体に褒美を出す制度がある（保険者努 

力支援制度） 例：特定健康診査の受診率、特定保健指導の実施率、重症化予防の取組等 

 ・  見える化は、例えば血圧が高い人はどれだけいるか、治療をしないで透析になる人はどれくらい 

  いるか、高額な医療費がかかっている疾患はどれくらいいるか等、国はデータを標準化し「見える化」 

をすることで、人口が同規模の市町村同士で、住民が健康に長生きできるように競って、その結果、 

住民が健康になることで健康格差が縮小することを目指している 

  イ 高齢化・人口減少や医療の高度化を踏まえた医療・介護の総合的かつ重点的に取り組むべき 

国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険における予防・健康づくりについて、市町村が保健事業を 

一体的に実施すべき → 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

 

（４）社会保障サービスにおける産業化の推進 

   マイナンバーと被保険者番号の個人単位化を活用し、健康関連データの蓄積と活用を推進すべき 

 

（５）生涯現役時代の制度の構築を通じた経済活力の向上 

   ６０～６５歳、さらには６６歳以上の就業率向上を推進する 



３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（資料１－３） 

 日本の医療保険制度は、７５歳に到達し後期高齢者になると、それまで加入していた国民健康保険制度等から

離れ、後期高齢者医療者制度の被保険者に異動することになる。保健事業の実施主体も移ることになり、支援体

制や事業内容等が大きく変わってしまうという課題がある。一方、高齢化の進展に伴い人工透析の開始年齢も高

くなっている等、生涯を通じた重症化予防は、ますます重要になっている。 

<報告書から>  

・ 健康に長生きできるよう、健康寿命を延伸することが重要。 

・ 加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的な繋がりの低下といった多

様な課題や不安を抱えている高齢者も多く、介護予防やフレイルの防止、疾病の重症化予防等の効果的

な実施が求められる。 

・ 高齢者の通いの場を中心とした介護予防・フレイル対策や生活習慣病等の疾病予防・重症化予防、就労・

社会参加支援を都道府県等と連携しつつ市町村が一体的に実施する仕組みを検討するとともに、健康寿

命の地域間格差を解消することを目指す。 

・ 後期高齢者の場合、脆弱性の顕在化や、健康状態、生活機能、生活状態について個人差が拡大していく

傾向にあることから、一人ひとりの医療情報や心身の機能等を踏まえた支援が必要。 

体重や筋肉量の減少を主因とした低栄養等のフレイルに着目した対策が必要、生活習慣病の発症予防より 

も重症化予防等の取組が相対的に重要。 

・ 参加者や住民主体の通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりが推進されている。 

・ 保健事業のアプローチが運動、口腔、栄養、社会参加等といった取組に拡大してきているものの、多くの自

治体に十分に広がっているとは言えず。 

・ 医療、介護、保健等のデータを一体的に分析し、必要なサービスに結びつけていくとともに、社会参加を含

むフレイル予防等の取組まで広げていく必要がある。 

・ 健康課題にも対応できるような通いの場や、通いの場を活用した健康相談や受診勧奨の取組の促進等、

保健事業と介護予防の一体的な実施を進める必要がある（医療専門職の配置）。 

・ 健康への無関心層を含め、通いの場への参加を促すために、今後、ポイント等の個人のインセンティブの

活用を促していくことが考えられる。 

 

５ 地域を変える起点 

 ・住民の元気アップ 

 ・地域コミュニティの再生         きっかけは高齢者にあり 

 ・保険料の伸びの抑制 

 

６ 住民主体による「通いの場」の必要性 

・高齢者の誰もが継続して介護予防に取り組むには、取り組みの効果を高齢者自身が実感でき、かつ、高齢 

者が容易に通える場所（歩いて１５分以内）に通いの場があることが必要。 

・どんなに年齢を重ねても適切な体操等により、筋力の維持・向上が可能であり、その効果を持続させるために 

は、週１回以上の頻度で継続させることが必要。体操は健康になるツールの一つ。 

・後期高齢者や虚弱高齢者も含めて体操等が行える「通いの場」を地域に多数つくることが必要。 

・通いの場は、単に体操等だけでなく、地域づくりへ発展するきっかけともなる。 

    例：休んだ人の見守り、茶話会・食事会などの交流、多世代の交流 

・一緒に取り組む仲間がいて、様々な楽しみを創り出せ、自分自身も元気になる。 

・住民からの様々な情報が集まることで必要な支援につながる。 

・住民の居場所 


